
総務委員会資料

平成２６年７月２３日（水）

陳情 第１５２号 

「教職員給与費の政令指定都市への移譲」に関し２０政令指定都市

と政令市所在１５道府県でなされた合意を撤回することについての

陳情

川崎市教育委員会



義務教育費に関する法令の概要 

小・中学校の設置

義務

学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）
〔小学校の設置義務〕

第 38 条 市町村は、その区域内にある学齢児童を就学させるに必要な小

学校を設置しなければならない。

〔準用規定〕

第 49 条 …第 37 条から第 44 条までの規定は、中学校に準用する。
〔特別支援学校の設置義務〕

第 80 条  都道府県は、その区域内にある学齢児童及び学齢生徒のうち、

視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者で、そ

の障害が第 75 条の政令で定める程度のものを就学させるに必要な特別
支援学校を設置しなければならない。

設置者の経費負

担

学校教育法

第５条 学校の設置者は、その設置する学校を管理し、法令に特別の定の

ある場合を除いては、その学校の経費を負担する。

設置者負担の原則

県費負担教職員

の給与費の都道

府県による負担

市町村立学校職員給与負担法（昭和 23 年法律第 135 号）
第１条 市町村立の小学校、中学校、中等教育学校の前期課程及び特別支

援学校の校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、

栄養教諭、助教諭、養護助教諭、寄宿舎指導員、講師、学校栄養職員

及び事務職員のうち、次に掲げる職員であるものの給料、扶養手当、

地域手当、住居手当、初任給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、特

殊勤務手当…は、都道府県の負担とする。  

（１）義務教育諸学校標準法第６条の規定に基づき都道府県が定める小中

学校等教職員定数及び同法第 10 条の規定に基づき都道府県が定める

特別支援学校教職員定数に基づき配置される職員 

 県費負担教職員  

県費負担教職員

の給与費の国庫

負担

義務教育費国庫負担法（昭和 27 年法律第 303 号）
第２条 国は、毎年度、各都道府県ごとに、公立の小学校、中学校、中等

教育学校の前期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学部に要する

経費のうち、次に掲げるものについて、その実支出額の３分の１を負担

する。

 (1) 市町村立の義務教育諸学校に係る市町村立学校職員給与負担法第

１条に掲げる職員の給料その他の給与及び報酬等に要する経費

国庫負担対象経費
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義務教育費国庫負担制度の見直しに関する国の動向 

年度 国庫負担対象経費の見直し 義務教育費国庫負担制度の見直し

平成

１４年度

【地方分権改革推進会議「事

務・事業の在り方に関する意

見」】(平成 14年 10月) 

○ 差し当たり、共済費長期給

付、退職手当等に係る経費に

ついては、国庫負担対象から

外し、平成 15年度からこれ
らを段階的に縮減し、一般財

源化を行う。

【地方分権改革推進会議「事務・事業の在り方に関する

意見」】(平成 14年 10月) 

○ 教育制度自体の見直しや義務教育に対する国の関与

の在り方についての議論を踏まえつつ、義務教育費国庫

負担金全体の一般財源化を念頭に置いた検討が進めら

れるべき。

○ 地方の創意工夫を促し、裁量を拡大する観点から、国

の負担すべき経費の内容、算定方法等を見直し、何らか

の客観的指標を基準とする定額化・交付金化に向けた検

討を行うべきである。

○ 現在進められている教育改革の中で義務教育に関す

る国の関与の在り方についての最終的な結論を早期に

得るべきであり、それに併せ、義務教育費国庫負担金の

全額の一般財源化について検討を行う。

平成

１５年度

平成 15年度から「共済費長
期給付金」及び「公務災害補償

基金負担金」に係る経費を国庫

負担対象外とし、一般財源化

【閣議決定「経済財政運営と

構造改革に関する基本方針

2003」】（平成 15年 6月） 

○ 退職手当、児童手当等に係

る国庫負担金の取扱いにつ

いては、平成 16年度予算編
成までに結論を得る。

【閣議決定「経済財政運営と構造改革に関する基本方針

2003」】（平成 15年 6月） 

○ 義務教育費に係る経費負担の在り方については、現在

進められている教育改革の中で中央教育審議会におい

て義務教育制度の在り方の一環として検討を行い、これ

も踏まえつつ、平成 18 年度末までに国庫負担金全額の
一般財源化について所要の検討を行う。

平成

１６年度

平成 16年度から「退職手当」
及び「児童手当」に係る経費を

国庫負担対象外として一般財

源化

国庫負担対象経費は、「給料」

及び「諸手当」のみとなる。

【政府・与党合意「三位一体の改革について」】（平成 16

年 11月） 

○ 平成 17年度予算、平成 18年度予算において、地方向
け国庫補助負担金について３兆円程度の廃止・縮減等の

改革を行う。

○ 義務教育費国庫負担金については、8,500 億円程度の
減額（うち 17年度分（暫定）4,250億円）。減額相当分
は税源移譲予定特例交付金（教職員給与費を基本に配

分）により措置

○ 義務教育制度については、その根幹を維持し、国の責

任を引き続き堅持する。その方針の下、費用負担につい

ての地方案を活かす方策を検討し、また教育水準の維持

向上を含む義務教育の在り方について幅広く検討する。

こうした問題については、平成 17 年秋までに中央教育
審議会において結論を得る。
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年度 国庫負担対象経費の見直し 義務教育費国庫負担制度の見直し

平成

１７年度

平成 17年度は、暫定措置として義務教育費国庫負担

金 4,250 億円を減額し、税源移譲予定特例交付金によ

り財源措置 

【中央教育審議会「新しい時代の義務教育を創造する

（答申）」】（平成 17年 10月） 

○ 義務教育の費用負担の在り方 義務教育の構造改革

を推進すると同時に、義務教育制度の根幹を維持し、国

の責任を引き続き堅持するためには、国と地方の負担に

より義務教育の教職員給与費の全額が保障されるとい

う意味で、現行の負担率二分の一の国庫負担制度は優れ

た保障方法であり、今後も維持されるべきである。

【政府・与党合意「三位一体の改革について」】（平成 17

年 11月） 

○ 義務教育制度については、その根幹を維持し、義務教

育費国庫負担制度を堅持する。その方針の下、費用負担

について、小中学校を通じて国庫負担の割合は三分の一

とし、8,500 億円程度の減額及び税源移譲を確実に実施
する。

○ この税源移譲は、平成 18 年度税制改正において、所
得税から個人住民税への恒久措置として行う。平成 18
年度予算においては、税源移譲額の全額を所得譲与税に

よって措置する。

平成

１８年度

平成 18 年度から国庫負担割合を三分の一とし、8,500億
円程度を所得譲与税により財源措置

平成

１９年度

平成 19 年度から所得譲与税を廃止し、個人住民税とし

て財源措置 
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県費負担教職員制度の課題について 

◎ 現状・課題 

○ 義務教育諸学校に勤務する教職員（校長、教頭、教諭、養護教諭、講師、学校栄

養職員及び事務職員）の給与費は、優秀な教職員の安定的な確保、広域人事による

適正な教職員配置、教育の機会均等とその水準の維持向上を図るため、市町村立学

校職員給与負担法に基づき都道府県が負担することとされている（義務教育費国庫

負担法に基づき３分の１は国が負担）。

○ また、政令市の県費負担教職員の任免、給与の決定、休職及び懲戒に関する事務

は、当該政令市教育委員会が行うこととされている。（地教行法第 58条）

 ○ そのため、政令市においては、義務教育諸学校の教職員の任命権者は当該政令市

であるものの、給与負担者は道府県となり、いわゆる「ねじれ状態」となっている

ため、円滑な人事施策を行いにくい状況となっている。

【現行】 【移管後】
・給与費負担 ・給与費負担

・給与・勤務時間その他の勤務

条件に関する制度

・給与・勤務時間その他の勤務

条件に関する制度

・学級編制基準・教職員定数 ・学級編制基準・教職員定数

・任免・分限・懲戒制度 ・任免・分限・懲戒制度

・勤務成績評定に関する計画 ・勤務成績評定に関する計画

・任免・給与の決定・休職・懲

戒に関する事務

・任免・給与の決定・休職・懲

戒に関する事務

・研修 ・研修

・服務監督 ・服務監督

・勤務成績の評定 ・勤務成績の評定

政

令

市

政

令

市

道

府

県

給与負

担等の

移管

◎ 給与費負担の政令市への移管のメリット 

○ 政令市において任命権者と給与負担者とが一致し、主体的・一元的な施策推進が

可能となる。

○ 道府県と政令市の役割分担の明確化が図られる。

○ 教育における地方分権の推進が図られる。

○ 給与関係事務の合理化・効率化が図られる。

◎ 移管に必要な条件 

○ 所要額全額についての確実な財源措置

○ 包括的な権限移管

 ○ 十分な移行準備期間
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県費負担教職員制度の見直しに関する平成２４年度までの国の動向 

・平成 14年 10月 

・平成 16年 11月 

・平成 17年 10月 

・平成 17年 11月 

・平成 18年 1月 

・平成 18年 3月 

・平成 19年 3月 

・平成 20年 5月 

・平成 20年 6月 

・平成 21年 12月 

・平成 22年 6月 

・平成 23年 11月 

・平成 24年 9月 

・平成 24年 11月 

・平成 24年 12月 

・平成 25年 3月 

・地方分権改革推進会議最終報告「事務・事業の在り方に関する意見」 

教職員の任命権と給与支払権の所在を一致させるため、県費負担教職員

の給与費を政令市の負担とし、これに伴い、学級編制基準や教職員定数の

設定権限等を併せて移譲する方向で検討する。 

・政府与党「三位一体の改革について」 

・中教審「新しい時代の義務教育を創造する」（答申） 

・政府与党「三位一体の改革について」 

・文部科学省「義務教育改革の構造改革スケジュール」 

・改正「市町村立学校職員給与負担法」成立（施行は 18 年 4 月） 

市町村が独自に給与負担をしつつ教職員を任用することが可能となる。

・中教審「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正

について」（答申） 

・地方分権改革推進委員会「第 1次勧告」 

中核市へ人事権移譲、政令市・中核市の人事権者と給与負担者一致への

検討、20年度中に結論 

・地方分権改革推進本部決定「地方分権改革推進要綱」（第１次） 

・閣議決定「地方分権改革推進計画」（人事権移譲と給与負担の見直しは

盛り込まれず。） 

・閣議決定「地域主権戦略大綱」 

「市町村立学校職員の給与等の負担、教職員定数の決定、県費負担教職員

の任命権、学級編成基準の決定」については、「広域での人事調整の仕組

みにも配慮した上で、都道府県から中核市に権限を移譲する方向で検討を

行い、小規模市町村を含めた関係者の理解を得て、平成 23 年度以降、結

論が得られたものから順次実施するもの」と位置付けられた。 

・閣議決定「義務付け・枠付けの更なる見直しについて」 

・「大都市地域における特別区の設置に関する法律（大都市地域特別区設

置法）」成立 

・閣議決定「地域主権推進大綱」 

・地方制度調査会専門小委員会が「大都市制度についての専門小委員会中

間報告」を取りまとめ 

・閣議決定「義務付け・枠付けの第４次見直しについて」 

指定都市に係る県費負担教職員の給与等の負担、県費負担教職員に係る

定数の決定及び学級編制基準の決定については、第 30 次地方制度調査会

において行われている大都市制度の見直しの審議状況及び教育行政の在

り方についての検討状況を踏まえつつ、関係省庁において、関係者の理解

を得て、速やかに結論を出した上で、指定都市へ移譲する。 

・文部科学省初等中等教育局財務課・初等中等教育企画課「指定都市に係

る県費負担教職員の給与等の負担の指定都市への移譲について」道府県・

指定都市・中核市教育委員会あて事務連絡 
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●２５年度の動向

●県費負担教職員制度の現状と移譲の効果

給与負担権限と併せ、学級編制基準の決定及び教職員定数の決定権限が移譲されることにより、
財源との兼ね合いがあるものの政令市自らが加配定数の数や内容を判断できることになる等、より
一層、学校の実情に即した教職員配置が可能となる。

県費負担教職員の政令市への権限移譲により、人事権者と給与負担者が異なる、いわゆる「ねじ
れ」状態が解消され、円滑な人事施策が行いやすくなる。

【給与等の負担】
○ 市町村立学校の教職員の給
与費は、都道府県が全額負担す
る。

○ 国が都道府県の実支出額の

３分の１を負担する。

【学級編制基準の決定権】
【定数決定権】
○ 義務教育諸学校の学級編
制基準及び県費負担教職員数
の決定は都道府県の権限と
なっている。

【任命権】
○ 政令市の県費負担教
職員の任免、給与の決定、
休職及び懲戒に関する事
項は、当該政令市が行う。

【給与等の負担】【学級編制基準の決定権】【定数決定権】

＝ 県 ⇒ 政令市に移譲
【任命権】 ＝ 政令市

合意に至る平成２５年度の動き

【地方制度調査会の答申】
（平成25年6月 第30次地方制度調査会答申）

○ 事務の移譲により指定都市に新たに生じ
る財政負担については、税源の配分も含めて
財政措置のあり方を検討すべきであり、地方交
付税による財源保障及び財源調整と適切に組
み合わせることが不可欠

【今後の地方教育行政の在り方について】
（平成25年10月 中央教育審議会審議経過報告）

○ 教職員に係る権限と負担を一致させる観点
から、指定都市に係る県費負担教職員の給与等
の負担、県費負担教職員に係る定数の決定及び
学級編制基準の決定については、指定都市に移譲
する方向で検討することが適当

【県費負担教職員制度の見直しに係る財政措置のあり方に関する合意】
（平成25年11月 指定都市所在道府県及び指定都市）
● 国が地方財政措置を検討し、適切に講じることを前提として、道府県から指定都市に個人住
民税所得割２％の財源移譲が行われることに合意する。また、事務及び税源の移譲時期について
は平成２９年度を目途とする。

【今後の地方教育行政の在り方について】（平成25年12月 中央教育審議会答申）
【事務・権限の移譲等に関する見直し方針について】（平成25年12月 閣議決定）

「市町村立小中学校等に係る県費負担教職員の給与等の負担、県費負担教職
員の定数の決定及び学級編制基準の決定について、指定都市に移譲する」
を経て、【第４次一括法案】の提出

長年の懸案事項 県費負担教職員制度の見直しに係る財政負担のあり方
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平成 25 年 11 月 14 日 

県費負担教職員制度の見直しに係る 

財政措置のあり方に関する合意 

指定都市所在道府県 

指定都市 

県費負担教職員の給与負担事務が道府県から指定都市に移譲されることに対

する財政措置として、道府県・指定都市の双方にとって財政運営への影響を最

小限とすること、すなわち財政中立を基本として、国が地方財政措置を検討し、

適切に講じることを前提として、道府県から指定都市に個人住民税所得割２％

の税源移譲が行われることに合意する。 

 なお、地方財政措置の検討にあたっては、財政中立の観点から、基準財政需

要額については、地方財政計画における単価と交付税単価の乖離を是正するな

ど、適切に算定することとし、また、基準財政収入額の算入率については、三

位一体改革における税源移譲時の扱いなどの経緯も勘案しつつ、地方交付税制

度の原則を踏まえて、適切な方法を国として設定されたい。 

 また、事務及び税源の移譲時期については、平成 29 年度を目途に可能な限り

早期に行われるよう、実務的な検討・準備を進める。これを踏まえ、国におい

て必要な法制上の措置等を講じられたい。 

併せて、今回の移譲に伴い、健全化指標の悪化により、継続的な財政運営に

影響を及ぼさないよう、適切な措置を講じられたい。
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○ 県費負担教職員の給与負担等の指定都市への移譲の経過 

・ 県費負担教職員制度については、教職員の任命権は指定都市が有してい

るのに対して、給与費負担、教職員定数、教職員配置等に係る権限は道府

県が有しているという現行制度上の「ねじれ」を改め、学校の設置者であ

る指定都市が主体的に市民のニーズに応じた教育を提供できる体制を整え

る必要があるため、指定都市ではこれまで国等に対して制度の見直しを提

案してきたところです。 

・ 平成２５年３月１２日の「義務付け・枠付けの第４次見直し」（閣議決定）

及び平成２５年６月２５日の第３０次地方制度調査会答申を受け、指定都

市と関係道府県との間で事務移譲の協議を進めてきたところですが、本日、

指定都市と指定都市所在 15 道府県との間で、県費負担教職員の給与負担等

について、道府県から指定都市へ移譲することに合意したところです。  

○ 所要額等の試算（道府県提出資料の平成２４年度決算ベースにより試算） 

・ 県費負担教職員分給与費等所要額 

指定都市合計 約 8,754 億円（うち本市 約 396 億円） 

 ・ 事務移譲に伴う税源移譲 

個人住民税所得割２％相当額合計 約 5,270 億円（うち本市 約 367 億円） 

参考
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